








































































































































































































( 8 ) 
私の専門とする経済法学では，生活協同組合をはじめとする協同組合を，
消費者，中小零細事業者等の経済的弱者を組織化することによって，大企業
にたいする対抗力，有効な競争単位として経済法秩序の中に位置づけてきた。
しかし本書において紹介されているように 1980年代における生活協同組
合の運動は，単なる競争単位というだけの位置づけでは不十分であることは
いうまでもない。
かつては多くの政府文書に見られるように政府も， 一実際に助成が行わ
れたがどうかは別にしても一一協同組合を社会的対抗力として評価し，発展
を助成する立場にたっていた。しかし，現在の生協規制に見られるように，
このような前提自体が否定されようとしている。いわゆる「生協規制」の問
題が重大化してきている。 1985年12月，自民党は「生協問題に関する特別委
員会」を設け生協法改正案を検討しまた政府も， 1986年2月12日には，厚
生省は「生協のあり方に関する懇談会J(座長宮崎勇元経済企画庁事務次官)
を設け，本年12月までに結論を得るべく検討を始めていると伝えられている
(柳定春『許すな!生協規制』芽ばえ社， 1986年)。
イタリア共和国憲法の45条は， I相互扶助の性格を有し，私的投機の目的
を有しない協同組合の社会的機能を尊重する。」と規定し，法律によって協
同組合の発達を促進し，助成することを定めている。日本国憲法においては
協同組合は，イタリア共和国憲法におけるように憲法の規定に直接に根拠を
協同による新しい生活文化の創造 361 
もたないとはし、え， I国民の自発的な生活協同組織の発達を図り，もって国
民生活の安定と生活文化の向上を期する」とし、う生活協同組合法の規定は，
日本国憲法25条の生存権の規定を具体化するものであり 生協は日本の経済
民主主義を発展させるうえで欠くことのできない構成要素である。わが国の
民主主義的再生において重要な位置を占めると考えられる生活協同組合を営
利事業と同様に規制の対象にするということは許されてはならなし、。
